
�愛媛県告示第４８５号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号）第２６条第１項の規定に基づき、愛媛県カスミサンショ

ウウオ保護管理事業計画を定めたので、その概要を次のとおり告示

する。

愛媛県カスミサンショウウオ保護管理事業計画書の写しは、愛媛

県県民環境部環境局自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民

課及び支局総務県民室において供覧する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保護管理事業の目標

本事業は、カスミサンショウウオの生息状況をモニタリングに

より把握し、その生息環境の維持及び改善を図るとともに、違法

捕獲等の防止対策の強化を図ることにより、カスミサンショウウ

オが野生下で安定的に存続できる環境を保全することを目標とす

る。

２ 保護管理事業の区域

今治市におけるカスミサンショウウオの分布域

３ 保護管理事業の内容

� 生息状況等の把握

カスミサンショウウオの保護管理を適切かつ効果的に実施す

るため、生息個体数の現状及び増減、生息地の環境改変等につ

いて、モニタリングを継続的に行い、情報の収集及び蓄積を行

う。

モニタリングの結果、生息状況又は生息環境に著しい変化が

認められる場合は、その原因を究明した上で、必要に応じ、カ

スミサンショウウオの保護対策を講ずる。

� 生息環境の維持及び改善

カスミサンショウウオの野生下での安定した存続のためには、

繁殖場所を確保するとともに、地形、共存する動植物等、カス

ミサンショウウオを取り巻く生態系全体を良好な状態に保つこ

とが必要である。

カスミサンショウウオの繁殖場所は、水田の溝、用水路、湿

地等であり、その環境が開発、水量の増減等によって直ちに影

響を受けると考えられることから、その維持方法及び管理方法

については、カスミサンショウウオの生物学的特性も踏まえた

調査研究を行い、その確立を図る。

� 生息地の監視等

カスミサンショウウオの違法捕獲、生息環境の改変等、カス

ミサンショウウオの存続に影響を及ぼすおそれのある行為を防

止するため、生息地の監視等を行う。

� 普及啓発

本事業を実効あるものとするためには、関係行政機関、事業

者、地域住民等の理解及び協力が不可欠であることから、カス

ミサンショウウオの保護の必要性、本事業の実施状況等につい

て普及啓発を行い、カスミサンショウウオの保護への配慮及び

保護活動への自発的な協力を促進する。

� 推進体制の整備

本事業の実施に当たっては、関係行政機関、専門家、事業者、

地域住民等の連携を図り、適切な活動が展開される体制を整備

することにより、本事業が効果的に行われるよう努める。
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�愛媛県告示第４８６号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号）第２６条第１項の規定に基づき、愛媛県ハッチョウトン

ボ保護管理事業計画を定めたので、その概要を次のとおり告示する。

愛媛県ハッチョウトンボ保護管理事業計画書の写しは、愛媛県県

民環境部環境局自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及

び支局総務県民室において供覧する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保護管理事業の目標

本事業は、ハッチョウトンボの生息状況をモニタリングにより

把握し、その生息環境の維持及び改善を図るとともに、違法捕獲

等の防止対策の強化を図ることにより、ハッチョウトンボが野生

下で安定的に存続できる環境を保全することを目標とする。

２ 保護管理事業の区域

西条市におけるハッチョウトンボの分布域

３ 保護管理事業の内容

� 生息状況等の把握

ハッチョウトンボの保護管理を適切かつ効果的に実施するた

め、生息個体数の現状及び増減、天敵の発生状況、生息地の環

境改変等について、モニタリングを継続的に行い、情報の収集
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及び蓄積を行う。

モニタリングの結果、生息状況又は生息環境に著しい変化が

認められる場合は、その原因を究明した上で、必要に応じ、ハ

ッチョウトンボの保護対策を講ずる。

� 生息環境の維持及び改善

ハッチョウトンボの野生下での安定した存続のためには、共

存する植物、地形等、ハッチョウトンボを取り巻く生態系全体

を良好な状態に保つことが必要である。

ハッチョウトンボの生息地は、道路沿いの数十メートルの細

長い湿地で、岩盤等から染み出す水によって維持されており、

その環境は、小規模な開発、道路整備等によっても直ちに影響

を受けると考えられることから、その維持方法及び管理方法に

ついては、ハッチョウトンボの生物学的特性も踏まえた調査研

究を行い、その確立を図る。

また、ハッチョウトンボの繁殖は、野生個体群の維持及び拡

大によることを基本とするが、必要に応じ、野生個体群の移植

による分布域の拡大及び個体数の増加を図る。

なお、個体の移植に当たっては、遺伝的多様性の喪失等によ

り野生個体群の存続を脅かすおそれがないように十分留意する

こととする。

� 生息地の監視等

ハッチョウトンボの違法捕獲、生息環境の破壊等、ハッチョ

ウトンボの存続に影響を及ぼすおそれのある行為を防止するた

め、生息地の監視等を行う。

� 普及啓発

本事業を実効あるものとするためには、関係行政機関、事業

者、地域住民等の理解及び協力が不可欠であることから、ハッ

チョウトンボの保護の必要性、本事業の実施状況等について普

及啓発を行い、ハッチョウトンボの保護への配慮及び保護活動

への自発的な協力を促進する。

� 推進体制の整備

本事業の実施に当たっては、関係行政機関、専門家、事業者、

地域住民等の連携を図り、適切な活動が展開される体制を整備

することにより、本事業が効果的に行われるよう努める。
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�愛媛県告示第４８７号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号）第２６条第１項の規定に基づき、愛媛県ハマビシ保護管

理事業計画を定めたので、その概要を次のとおり告示する。

愛媛県ハマビシ保護管理事業計画書の写しは、愛媛県県民環境部

環境局自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総

務県民室において供覧する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保護管理事業の目標

本事業は、ハマビシの生育状況及び生育環境をモニタリングに

より把握し、その適切な保全を図ることにより、ハマビシが野生

下で安定的に存続できる環境を保全することを目標とする。

２ 保護管理事業の区域

今治市におけるハマビシの分布域

３ 保護管理事業の内容

� 生育状況等の把握

ハマビシの保護管理を適切かつ効果的に実施するため、生育

個体数の現状及び増減、生育地の環境改変等について、モニタ

リングを継続的に行い、情報の収集及び蓄積を行う。

モニタリングの結果、生育状況又は生育環境に著しい変化が

認められる場合は、その原因を究明した上で、必要に応じ、ハ

マビシの保護対策を講ずる。

� 生育環境の維持及び改善

ハマビシの野生下での安定した存続のためには、地形、共存

する植物等、ハマビシを取り巻く生態系全体を良好な状態に保

つことが必要である。

ハマビシは、砂浜に生育しており、その生育環境は、海岸改

修、車両等の乗り入れ、たき火、ごみ捨て等による人為的改変

が懸念されるほか、移入種の拡大によっても直ちに影響を受け

ると考えられることから、ハマビシの生物学的特性も踏まえ、

生育環境の維持方法及び管理方法の確立を図る。

なお、ハマビシの増殖は、生育地における野生個体群の維持

又は拡大によることを基本とするが、生育地の生育環境の維持

が困難となり、緊急避難的措置が不可避であると考えられる場

合は、科学的知見を踏まえた上で、遺伝的かく乱によって個体

群の存続を脅かすことがないよう、ハマビシを自生地周辺の生

育適地に移植することを検討する。

� 生育地の監視等

ハマビシの違法採取、生育環境の改変等、ハマビシの存続に

影響を及ぼすおそれのある行為を防止するため、生育地の監視

等を行う。

� 普及啓発

本事業を実効あるものとするためには、関係行政機関、事業

者、地域住民等の理解及び協力が不可欠であることから、ハマ

ビシの保護の必要性、本事業の実施状況等について普及啓発を

行い、ハマビシの保護への配慮及び保護活動への自発的な協力

を促進する。

� 推進体制の整備

本事業の実施に当たっては、関係行政機関、専門家、事業者、

地域住民等の連携を図り、適切な活動が展開される体制を整備

することにより、本事業が効果的に行われるよう努める。
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�愛媛県告示第４８８号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号）第２６条第１項の規定に基づき、愛媛県ウンラン保護管

理事業計画を定めたので、その概要を次のとおり告示する。

愛媛県ウンラン保護管理事業計画書の写しは、愛媛県県民環境部

環境局自然保護課並びに各地方局総務企画部総務県民課及び支局総

務県民室において供覧する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保護管理事業の目標

本事業は、ウンランの生育状況及び生育環境をモニタリングに

より把握し、その適切な保全を図ることにより、ウンランが野生

下で安定的に存続できる環境を保全することを目標とする。

２ 保護管理事業の区域

今治市におけるウンランの分布域

３ 保護管理事業の内容

� 生育状況等の把握

ウンランの保護管理を適切かつ効果的に実施するため、生育

愛 媛 県 報平成２３年４月８日 第２２５７号

４０１



個体数の現状及び増減、生育地の環境改変等について、モニタ

リングを継続的に行い、情報の収集及び蓄積を行う。

モニタリングの結果、生育状況又は生育環境に著しい変化が

認められる場合は、その原因を究明した上で、必要に応じ、ウ

ンランの保護対策を講ずる。

� 生育環境の維持及び改善

ウンランの野生下での安定した存続のためには、地形、共存

する植物等、ウンランを取り巻く生態系全体を良好な状態に保

つことが必要である。

ウンランは、砂浜に生育しており、その生育環境は、海岸改

修、立入り等による人為的改変が懸念されるほか、在来の他の

種が繁茂することでウンランが被陰することにより成長が阻害

されるなどの影響を受けることも考えられることから、ウンラ

ンの生物学的特性も踏まえ、生育環境の維持方法及び管理方法

の確立を図る。

なお、ウンランの増殖は、生育地における野生個体群の維持

及び拡大によることを基本とするが、生育地の生育環境の維持

が困難となり、緊急避難的措置が不可避であると考えられる場

合は、科学的知見を踏まえた上で、遺伝的かく乱によって個体

群の存続を脅かすことがないよう、ウンランを自生地周辺の生

育適地に移植することを検討する。

� 生育地の監視等

ウンランの違法採取、生育環境の改変等、ウンランの存続に

影響を及ぼすおそれのある行為を防止するため、生育地の監視

等を行う。

� 普及啓発

本事業を実効あるものとするためには、関係行政機関、事業

者、地域住民等の理解及び協力が不可欠であることから、ウン

ランの保護の必要性、本事業の実施状況等について普及啓発を

行い、ウンランの保護への配慮及び保護活動への自発的な協力

を促進する。

� 推進体制の整備

本事業の実施に当たっては、関係行政機関、専門家、事業者、

地域住民等の連携を図り、適切な活動が展開される体制を整備

することにより、本事業が効果的に行われるよう努める。
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�愛媛県告示第４８９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室

並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ニトリ今治店

今治市東村南一丁目８６番３ 他

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社ニトリ

北海道札幌市手稲区新発寒六条一丁目５番８０号

代表取締役 似鳥 昭雄

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ニトリ

北海道札幌市手稲区新発寒六条一丁目５番８０号

代表取締役 似鳥 昭雄

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２３年１１月３０日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

３，４４９平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

１１８台

イ 駐輪場の収容台数

２８台

ウ 荷さばき施設の面積

８８平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

２０．００立法メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後９時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時３０分から午後９時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成２３年３月２９日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部

今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月

間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第４９０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、西条市上市地域に係る県営土地改良事業計画を変更したので、

同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、次の

愛 媛 県 報平成２３年４月８日 第２２５７号
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とおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・上市古池地区）変更計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成２３年４月１１日から平成２３年５月１２日まで

３ 縦覧場所

西条市役所東予総合支所

�������
�愛媛県告示第４９１号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１２条第２項の規定により、

次のとおり肥料登録の有効期間を更新した。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４９３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

東温市北吉井土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２３年４月８日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

�愛媛県告示第４９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

登録有
効期限

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２９
年４月
１９日

愛媛県
第１１３７
号

混合石
灰肥料

くみあ
い土壌
改良用
混合石
灰９号

アルカ
リ分
５０．０
く溶性
苦土
９．０

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は、
公定規
格のと
おり

大日本ドロマイ
ト鉱業株式会社
愛媛県西予市城
川町田穂１４５６番
地２

平成２９
年４月
１９日

愛媛県
第１１３８
号

混合石
灰肥料

くみあ
い土壌
改良用
混合石
灰１０号

アルカ
リ分
５０．０
く溶性
苦土
１０．０

含有を
許され
る有害
成分の
最大量
及びそ
の他の
制限事
項は、
公定規
格のと
おり

大日本ドロマイ
ト鉱業株式会社
愛媛県西予市城
川町田穂１４５６番
地２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線 西条市黒瀬字向乙２０１番１０ 平成２３年４月８日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４９４号
東温市河之内字上ガ市乙１５１５番３地先から

同市河之内字両瀬乙１４３７番８地先まで

旧 ４．０～３０．５ ０．５２０

新 １１．５～５７．０ ０．４４６

愛 媛 県 報平成２３年４月８日 第２２５７号
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�愛媛県告示第４９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、宇和島市から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の

届出があった。

平成２３年４月８日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

�愛媛県告示第４９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４９８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２３年４月８日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 湯谷口川内線
東温市松瀬川字檜皮甲１８５１番地先から

同字甲１８５２番４まで
平成２３年４月８日

〃 〃
東温市松瀬川字中坪甲１７８７番１地先から

同字甲１７２６番１地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 湯谷口川内線
東温市松瀬川字檜皮甲１８５１番地先から

同字甲１８５２番４まで

旧 ４．５～１５．５ ０．０７３

新 １２．０～１７．０ ０．０７３

〃 〃
東温市松瀬川字中坪甲１７８７番１地先から

同字甲１７２６番１地先まで

旧 ６．０～８．０ ０．０３７

新 １４．５～２１．５ ０．０３７

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第７７号

平成２３年３月３０日
東温市西岡字河之内甲１０４９番１、甲１０４９番１２

松山市恵原町甲２６番地１６

有限会社 浮穴エム・シー

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４９４号
東温市河之内字上ガ市乙１５１５番３地先から

同市河之内字両瀬乙１４３７番８地先まで
平成２３年４月８日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 白浦地区 平成２３年２月２５日

愛 媛 県 報平成２３年４月８日 第２２５７号
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公 告

�愛媛県告示第５００号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、鬼北町から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の届

出があった。

平成２３年４月８日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

�������
�愛媛県告示第５０１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、愛南町から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の届

出があった。

平成２３年４月８日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

�������
�愛媛県告示第５０２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、愛南町から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の届

出があった。

平成２３年４月８日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

�愛媛県告示第５０３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、愛南町から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の届

出があった。

平成２３年４月８日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

�������
�愛媛県告示第５０４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、愛南町から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の届

出があった。

平成２３年４月８日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

�������
�愛媛県告示第５０５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、宇和島市から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の

届出があった。

平成２３年４月８日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２３年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 永野市地区 平成２３年３月１７日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 瀬戸谷地区 平成２３年３月１８日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 御在所地区 平成２３年３月１８日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 上大道地区 平成２３年３月１８日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 颪部地区 平成２３年３月２５日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 満倉地区 平成２３年３月１８日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２３年３月２９日 特定非営利活動法人 心と言葉
と香りのリラクゼーション 木 村 ルミ子 松山市松ノ木１丁目１番３号 大

森ビル１階
この法人は、社会的支援を必要とする方へのメ
ンタルケアや、コミュニケーションを図るため
のストレスケアを行うため、セラピーと呼ばれ
る自然療法を元に、手と言葉を用いるタッチン
グケアを実施する。また当法人がタッチングケ
アを実施する人材の育成、講演会等の企画・開
催を実施することで、地域社会活動へ積極的に
参加し、社会的支援を必要とする方一人ひとり
が心身共、健康で活き活きと生活できる社会の
実現を目的とする。
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公営企業管理規程

�愛媛県公営企業管理規程第３号
愛媛県企業職員被服貸与規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２３年４月８日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

愛媛県企業職員被服貸与規程の一部を改正する管理規程

愛媛県企業職員被服貸与規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（返納）

第５条 被服の貸与を受けた職員は、転勤し、休職し、又は退職し

たときその他の貸与の事由が消滅したときは、直ちに貸与被服を

管理者に返納しなければならない。

第７条 省略

（臨時貸与）

第８条 第２条第１項の規定にかかわらず、所属長は、非常災害そ

の他の特別な事由により必要があると認める場合は、職員に対

し、その業務遂行上必要と認める被服を、管理者が定めるところ

により期間を指定して臨時に貸与することができる。

２ 所属長は、前項の規定にかかわらず、業務の状況又は被服の損

耗の程度により、同項の規定により指定した貸与期間を延長する

ことができる。

３ 第２条第３項、第３条、第４条第１項及び第２項並びに第５条

から前条までの規定は、第１項の貸与について準用する。

第９条 省略

（返納）

第５条 被服の貸与を受けた職員は、転勤し、休職し、又は退職し

たとき は、直ちに貸与被服を

管理者に返納しなければならない。

第７条 省略

第８条 省略

附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

平成２３年４月８日 発行
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